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 「地⽅」と「地域」
「地⽅」︓「中央」との対⽐
「地域」︓政治・経済・⽂化・地形などで共通の特徴を持つひとまとまりの⼟地

⇒県境を越えて⽬的と意思を持った広がりのある地域

 地域は様々なステークホルダーが⾃律的に盛り上げていく必要
⇒地⽅創⽣ではなく「地域共創」

 「地域」と「世界」
IoTやデジタル化の急速な進展によって地域がダイレクトに世界につながるように

⇒地域は世界に通じ、世界は地域に通じる

 国⽴⼤学の今後の在り⽅ ⇒地域共創の重要な構成要素としての役割を果たす

⼈⼝減少・⾼齢化
地域間格差の進⾏
DXの急速な展開
コロナ後の社会経済構造の変化

持続可能でレジリエントな社会を構築するために

地域分散型社会と国⽴⼤学の関係を考える視点
東海地区のサプライチェーン
⇒東海地方、中部地方に及ぶ

⼀極集中型から分散型社会への転換を加速する必要

我が国における将来の社会と国立大学の在り方
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国際競争⼒と地域共創貢献⼒の２つのミッションを同時に達成
現代社会において国⽴⼤学が期待されているミッション達成のためには、

地域共創貢献⼒（Ⅰ）と国際競争⼒（Ⅲ）を同時に達成することが不可⽋

Ⅳ
Ⅲ（国際競争⼒）

Ⅰ（地域共創貢献⼒）

１．世界最⾼⽔準の研究の展開による知の拠点化

２．国際通⽤性のある質の⾼い教育の実践

３．社会・産業の課題解決を通じた国際社会と地域共創への貢献

東海国⽴⼤学機構のビジョン

名古屋⼤学

岐⾩⼤学

東海国⽴⼤学機構が⽬指すもの
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東海地域の⾼等教育・⼈材育成の核になること

１ ・世界、⽇本、地域を担う次世代⾼度⼈材育成の中核になること
・学⽣中⼼のそしてまた社会のニーズにこたえる教育の質の改善を徹底

特⾊ある世界最先端教育研究拠点を質量ともに拡
⼤し、知的成果創出の拠点となること

2

知的成果を社会還元するため社会連携・産学連携
を推進するｱｶﾃﾞﾐｱ拠点になること
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【着⼿例】
◆新時代の教育改⾰を先導するアカデミックセントラル構想
◆数理データサイエンス教育センターの設置 等

【今後】
◆アカデミックセントラル構想は放送⼤学等とも連携し、世代や国を跨る多様
な学習者を対象とし、さらに多くの⼤学とオープンな協⼒関係へ

・世界屈指の教育研究拠点を整備する
・諸課題の解決により、地域創⽣と同時に、東海地域から世界に向けた
「Society5.0」の実現に貢献する
【着⼿例】
◆機構直轄拠点として糖鎖⽣命コア研究拠点、医療健康データ統合研究教育拠点、
 航空宇宙研究教育拠点、農学教育研究拠点 等

【着⼿例】
◆産連本部の⼀体化、外部資⾦のインセンティブ

・両⼤学の強みを活かした連携・相互補完により、東海地域から世界を舞台に
社会連携・産学連携を推進

【今後】
◆両⼤学のシナジー効果により世界最先端の教育研究分野をさらに拡⼤

【今後】
◆県境を越えて、東海機構として組織対組織の産学連携を推進

東海国⽴⼤学機構の１０年後の姿

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟｴｺｼｽﾃﾑの中核を担い、新しい産業創⽣の
核になること

4 【着⼿例】
◆トンガリプロジェクト、東海地区国⽴5⼤学ベンチャーキャピタル等
【今後】
◆中部圏では名古屋ｲﾉﾍﾞｰﾀｰｽﾞｶﾞﾚｰｼﾞ、なごのｷｬﾝﾊﾟｽ、ｽﾃｰｼｮﾝAi等と連携し、中部圏全体の産業創⽣
の⼀⾓を担う

・国、⾃治体、産業界と連携により実現
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【着⼿例】
◆事務⼀元化に着⼿、事務の業務フロー標準化による省⼒化・効率化、教員の事務負担の軽減
【今後】
◆承継事務職員はより戦略的な業務にシフト（東海機構職員は未来型の⼤学職

員に変⾝、定年後も様々なところから必要とされる⼈材作りへ）

国際競争⼒を⾼め海外との⼈材交流を進めることによ
り優れた⼈材を世界中から集められる拠点になること

5

財務経営能⼒を磨き⼤学発展のｴｺｼｽﾃﾑを構築すること

6

⼤学の諸業務の効率化を推進し、働き⽅改⾰とﾜｰｸ･ﾗ
ｲﾌﾊﾞﾗﾝｽを実現すること

7

【着⼿例】
◆留学⽣インターンシップ、JDP（ｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾃﾞｨｸﾞﾘｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）、海外拠点の相互
活⽤に向けての情報共有
【今後】
◆世界⽔準の⾼等教育機関としての環境を整備する

【着⼿例】
◆財務・⼈事給与システムの統⼀、経理関係の事務部⾨の統⼀、

教員評価システム（関⾨評価）やポイント制の運⽤ 等
【今後】
◆外部資⾦獲得増、寄附システムの整備と基⾦の積み上げ、外部資⾦再配分ﾙｰﾙ

の確⽴、評価に基づく処遇（関⾨評価の処遇への反映）、全国的通⽤性のあるIRシステム構築

・機構の枠組みを活かした教育資源・成果の共有を進め、
世界仕様の教育環境を整備することにより実現

・ｺｽﾄの⾒える化を徹底し、「経営」体制を整備することにより実現

・最新のﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導⼊と諸ｼｽﾃﾑの改⾰により、業務の標準化や平準
化を図ることにより実現

東海国⽴⼤学機構の１０年後の姿

未来型⼤学の情報デジタル基盤を構築すること

８ 【今後】
◆挑戦的にデジタル技術を取り⼊れたデジタルプラットフォーム基盤を構築し、教育研究・管理経

営・産学官連携など、あらゆる領域において、機構構成員が「時間や場所にしばられない新しい学
び⽅・働き⽅・コミュニケーション」を通じてシームレスに活動し、⽣み出された知を蓄積・共有
することを可能にする。

◆学術コミュニティ、企業、受験⽣・卒業⽣等様々なステークホルダーともデジタル技術を活⽤して
情報連携を図り、データを蓄積・分析して利⽤者の可視化と横断的なプロファイリングを⾏うこと
を通じ、産学官⺠の英知結集による地域創成や⼈間の⽣き⽅・社会の在り⽅デザインなど多くの相
互利益創出を図る。 4



東海機構100万人構想（社会的機能拡大）

国際学術
コミュニティ

地域医療連携

人材育成・キャリア開発

大学間連携

研究データ

機構外⼤学

卒業⽣・学びなおし社会⼈

⾼校⽣
セミナー聴講⽣

連携病院
病院患者様

地域企業

次世代認証基盤（多要素・フェデレーション）

統合

融合

デジタル講義
コンテンツ

医療情報

研究者データ
研究設備データ

組織
⼈事給与・財務会計

高大連携

集合

バーチャルラボ
ベンチャーエコシステム

利用者データベース
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東海国⽴⼤学機構のガバナンス体制（第３期➠第４期の⽅向性）

名古屋⼤学 岐⾩⼤学

経営協議会

機構役員会

機構⻑
選考会議 学外者委員同数

学内者委員同数

候補者を選考

了承・
執⾏の委任

総⻑、統括副総⻑
運営局⻑、副総⻑

運営⽅針の
決定・執⾏

機構⻑（総⻑）、
統括副総⻑、副総⻑
部局⻑、 病院⻑、
横断的組織の⻑ 等

相談・報告

調整・統括

教学に関する審議

意⾒

執⾏

参画

名古屋⼤学

運営会議

調整・統括

機構⻑、学⻑、
副学⻑、部局⻑、
病院⻑、横断的
組織の⻑ 等

学⻑、副学⻑、
運営局⻑、病院⻑

参画

意⾒

プロボスト

教育研究評議会

部局⻑

運営⽅針の
決定・執⾏

学⻑

筆頭副学⻑

部局⻑

教育研究評議会

教学に関する審議

執⾏

総⻑

⽂科⼤⾂が任命

監事

機構本部

学外理事

機構⻑

領域別対話

機構⻑補佐

機構執⾏部と部局の
中⻑期ビジョン対話

教育・国際・入試
研究・産連地域

ガバナンス・財務施設・IR
情報・図書館・広報

学生支援・多様化・男女

運営会議
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 警戒レベル・活動指針の統⼀
 遠隔授業，テレワークの環境整備・実施
 困窮学⽣⽀援（⽀援⾦，⾷糧⽀援，授業料納⼊猶予等）
 附属病院間の情報共有と連携体制、⽀援（診療従事者⽀援等）
 基⾦の⽴ち上げ及び寄付の募集開始

ー 新型コロナウィルス感染症（COVID-19)拡⼤防⽌と
学⽣と機構構成員の安全安⼼のための措置 ー

デジタル⾰命（DX）による変化が⼀層加速するとともに⼈類社会の価値観
の変化などが予測され、国⽴⼤学も変⾰が迫られる中、東海国⽴⼤学機構の
ビジョンを⼀層明確にする必要。このため、両⼤学を跨いで東海機構の構成員
が気軽に参加できるウェビナーフォーラムを開催し、多様な構成員の考えを共
有し未来の⼤学像を考える場を設定。
⇒両⼤学の連携と協⼒を促進し、東海機構として相乗的な効果を発揮して、
「地⽅創⽣への貢献と国際競争⼒強化を同時に達成できる新しい未来志向
型⼤学」の創造を⽬指して開催。岐⾩⼤学・名古屋⼤学合わせて3037⼈の
参加者（のべ⼈数）があった。

ー 東海国⽴⼤学機構ポストコロナフォーラム・イン・ウェビナー ー

【ポストコロナフォーラム・イン・ウェビナー 周知ポスター（構成員対象）】

東海国⽴⼤学機構設⽴からの共同⾏動
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・「東海国⽴⼤学機構ポストコロナフォーラム・イン・ウェビナー」は、両⼤
学が連携・融合し⼒を発揮していく⼊り⼝としては⼀定の成果を得た。

・東海機構としては、この機運を活かし、構成員が草の根で様々なテー
マについて意⾒交換や情報共有、さらには新しいアイデアや機構への提
案などを語り合うとともに、こうした東海機構の活動を広く発信していくた
め、「東海機構Webinar〜MAKE NEW STANDARDS.〜」のサイト
を⽴ち上げることとした。

ー ポストコロナウェビナー開催後の対応 ー

・東海機構としては、構成員の皆様が草の根で様々な意⾒交換や情報
共有、さらには新しいアイデアや機構への提案などを語り合うとともに、東
海機構の活動を広く発信していくため以下のサポートを実施。

・東海機構、岐⾩⼤学、名古屋⼤学に所属する誰でも簡単にウェビナー
が開催できるように、ウェビナーが開催可能なアカウントを貸し出し、実施
を本部が⽀援する。
・東海機構、岐⾩⼤学、名古屋⼤学が主催するウェビナーについては、
東海機構のホームページに集約して掲載し、広く周知を図っている。

ー 東海機構Webinar〜MAKE NEW STANDARDS.〜」 ー

【東海機構WebinarのHPサイトイメージ】

東海国⽴⼤学機構設⽴からの共同⾏動
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領域別・部局別の徹底対話
東海機構として法⼈統合のメリットを最⼤限活かし、法⼈としてのビジョンの達成に向け、機構内及び⼤学間の
連携融合を進めるため、“執⾏部内”及び“執⾏部と部局間”の２つのレイヤーでの徹底対話を実施

※部局＝学部・研究科、学環、附属病院

執⾏部内
領域別（教育、研究、社会貢献等）での対話
を実施し、第４期中期⽬標期間に向けた機構
の基本⽅針及び各領域の基本政策（⽬標設定
とアクションプラン）の構築を⽬指す

＜６グループ×２回︓延べ２０時間＞

執⾏部と部局間
各部局の中⻑期ビジョンに基づく執⾏部との対
話を⾏い、各部局の強みや課題を整理すること
で、個々の部局のビジョンと機構全体のビジョ
ンとのシナジー発揮を⽬指す

＜25部局×２回︓延べ50時間実施＞
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１．合理化・効率化
両⼤学の経理執⾏業務集約、研究協⼒・施設管理業務の⼀元化
✔経理事務センターでは、名⼤に加え岐⾩⼤の経理執⾏も担い、徹底した

合理化・効率化を推進

２．体制強化

（１）機構⻑のガバナンスを強⼒に⽀える機構
事務局の体制整備

◯「経営企画部」の設置
✔ＩＲデータを活⽤した機構戦略⽴案も包含する企画・渉外部⾨で
ある「経営企画部」の設置

◯「研究戦略部」の設置IR
✔共同研究プロジェクトや競争的資⾦獲得戦略を策定する「研

究戦略部」の設置

◯「教育戦略部」の設置
✔教育改⾰を強⼒に推進する「教育戦略部」の設置

（２）研究⽀援機能などの強化
✔業務量が増加している国際・研究⽀援・研究事業部⾨の強化

事務統合による合理化・効率化及び体制強化

コロナ禍における対応も踏まえ、合理化・効率化への取組を加速
〇デジタル化・リモート化・省⼒化（電⼦決裁の導⼊、テレワークの本格導⼊を含む働き⽅改⾰等）
〇事務組織の集約・戦略部⾨の強化（部局事務体制の⾒直し、経理事務センターにおける集約メリットの拡⼤）

共通業務を⼀元的に集約

財務
研究
協⼒

施設
管理 …

財務 研究
協⼒

施設
管理

… 財務 研究
協⼒

施設
管理

…

１０



コロナ禍後の事務運営〜デジタル化・リモート化・省⼒化〜

１１

起案、専決事項の見直しを行い決裁ルートの短縮化を図る
決裁文書の持ち歩き，起案者・決裁者の時間・場所の制約をなくす

・決裁⽂書・専決事項の⾒直し，電⼦決裁の導⼊

【電⼦決裁画⾯イメージ】

【電⼦決裁の流れの例】

＜起案事項の⾒直し＞２４３件
特に軽易なものを除外
＜専決事項の⾒直し＞５,８６８件
副総⻑・運営局⻑から部⻑へ委譲・・・１５８件
部⻑から課⻑へ委譲・・・９１４件
課⻑から係⻑へ委譲・・・４,７９６件

（機構事務局・⼤学運営局）
⇒部局でも⾒直しを実施中

決裁・専決の⾒直し成果

起案事項・決裁ルートを
⾒直した上で，電⼦決裁を導⼊
合理化・効率化へ



コロナ禍後の事務運営〜デジタル化・リモート化・省⼒化〜

１２

紙ベースでの勤怠管理からの脱却
適切な労務管理とともに省力化，ペーパレス化を図る

・勤怠管理システムの導⼊

【休暇申請画⾯イメージ】

• Excelでの出退勤管理

• 紙べースでの出勤・休暇制度
省力化

• 出勤簿，休暇簿，超過勤務命令，週休日振替簿等ペーパーレス化
【打刻画⾯イメージ】



コロナ禍後の事務運営〜デジタル化・リモート化・省⼒化〜

ルーチンワークの作業時間を削減し，業務の生産性向上を図る

・RPAの導⼊

１３

【医学部附属病院における先⾏取組事例】

検討
課題

・RPA化できる業務・効果の検証
・導⼊による削減効果と必要となる費⽤とのバランス
・情報セキュリティとの兼ね合い
・ロボット作成及び管理体制

＜全学的な導入へ＞



コロナ禍後の事務運営〜デジタル化・リモート化・省⼒化〜

１４

検討
課題



コロナ禍後の事務運営〜デジタル化・リモート化・省⼒化〜

１５

多様な働き方の制度を拡充し，生産性向上を図る

・テレワークの本格導⼊を含む働き⽅改⾰

【テレワーク（在宅勤務）制度案】

【柔軟な働き⽅の具体例】 自宅で働くこと，職員の

ワークライフバランスも考慮



MAKE NEW STANDARDS.
ご清聴ありがとうございました。
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